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ジョブ型指針を読み解く（2024.8.29内閣官房資料より）

 職務（ジョブ）を評価し、職務で賃金を決める制度ではない

 長年日本では人間の潜在的な能力にフォーカスし評価 → その能力が仕事と

 密着しておらず、ビジネスが急激に変わり複雑多岐な能力が求められる

（今回政府は、能力という言葉をスキルに置き換えている）

 改めて職務を洗い出し（ジョブディスクリプション）、職務に見合った

スキル（能力）を各社で再設定（リノベーションのイメージ）

 スキルアップは会社主導ではなく従業員が主体的になり、上司と一緒に

スキルギャップ（能力の課題）を埋める。それをリ・スキリングという。

 政府が目指す日本版ジョブ型は、ジョブ型ではなくジョブスキル型

（能力＝職務遂行能力を踏襲し、より職務に密着した制度へ）

１．日本版ジョブ型の誤解
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キャリアオーナーシップの考え方（日立製作所HP）

２．ジョブ型指針モデル企業より
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３．職能給と職務給の特徴

賃金の種類 職能給
職務給

職務型 役割型

軸
人基準
終身雇用（育成）

仕事基準

性格 先払いor後払い 先払いor後払い 先払いor後払い

対価 能力・成果・（年齢・勤続）
与えられた職務
職務遂行度

与えられた役割
役割遂行度

昇給（降給） 能力伸長・成果貢献等 職務変更時（改定） 役割変更時（改定）

昇格（降格） あり ｰ（職務変更時） ｰ（役割変更時）

人事制度との相関 評価の妥当性
職務記述書（ジョブディスク
リプション）の運用
ジョブローテーションに懸念

役割基準の運用
事業計画との相関

評価基準 行動（能力）・成果（目標） ｰ（職務遂行） ｰ（役割遂行）

労務との相関 降給／降格ルールの運用 賃下げや配置転換との相関
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パターン① 職能給から職務給（職務型）への移行：単一額

＜体系イメージ＞

＜留意点＞

・シングルレートは移行が困難 → 法的リスク（不利益変更）

・仕事そのものの価値 ≠ 仕事の習熟度（仕事を覚えてレベルアップしていく）

４．職務給の設計事例

1等級
230,000

↑
↑
↑

215,000

2等級
260,000

↑
↑
↑

225,000

3等級
280,000

↑
↑
↑

250,000

職能給

◇◇◇
220,000

職務給

○○○
245,000円

□□□
265,000円
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パターン② 職能給から職務給（役割型）への移行

＜体系イメージ＞

＜留意点＞

・移行が困難（これまで習熟度で積み上げた額 ≠ 評価による絶対額）

・評価連動（毎年リセット型）であるため積み上げる（昇給）という概念ではない

・法的リスク（不利益変更の可能性）

４．職務給の設計事例

6等級
370,000

↑
↑
↑

310,000

7等級
460,000

↑
↑
↑

370,000

職能給

6等級
S評価 360,000
A評価 350,000
B評価 340,000
C評価 330,000
D評価 320,000

役割型

7等級
S評価 450,000
A評価 430,000
B評価 410,000
C評価 390,000
D評価 370,000



Japan Institute for Personnel managementJapan Institute for Personnel management

6

パターン③ 職能給からMIX型への移行：職能給＋役割給

＜体系イメージ＞

＜留意点＞

・パターン①②に比べて職能給（ゾーン）がある分ため移行難易度が緩和

・職能給＋職務給とすることで評価体系との相関に課題

・法的リスク（不利益変更の可能性あり）

４．職務給の設計事例

4等級
300,000

↑
↑
↑

260,000

5等級
330,000

↑
↑
↑

290,000

6等級
360,000

↑
↑
↑

320,000

職能給

4等級

現行通り

役割給

5等級

現行通り

6等級
S評価 190,000
A評価 185,000
B評価 180,000
C評価 175,000
D評価 170,000

職能給 職能給

6等級
190,000

↑
↑

170,000
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